
貸 借 対 照 表

（２０２５年３月３１日現在）
（単位：円）

金 額 金 額

13,687,322,988 6,959,315,899

現 金 預 金 197,233,987 3,026,095,681

預 け 金 7,002,572,423 1,805,008,068

電 子 記 録 債 権 2,255,000 297,119,205

未 収 入 金 4,090,632,465 19,778,000

完 成 工 事 未 収 入 金 2,245,024,329 1,031,231,575

　市場価格のない株式等・・・・・・・・移動平均法に基づく原価法未 成 工 事 支 出 金 74,481,858 218,485,274

販 売 用 不 動 産 1,000,000 130,261,874

貯 蔵 品 29,986,695 240,160,994

前 払 費 用 39,931,395 191,175,228

そ の 他 の 流 動 資 産 4,204,836

3,070,741,702 109,812,656

1,116,282,346 100,892,677

建 物 335,618,006 8,919,979

構 築 物 178,586

車 両 運 搬 具 2

工 具 器 具 備 品 38,935,593 7,069,128,555

土 地 741,550,159

9,645,385,974

31,977,182 100,000,000

電 話 加 入 権 6,304,243 317,634,603

ソ フ ト ウ ェ ア 25,672,939 317,634,603

1,922,482,174 9,227,751,371

投 資 有 価 証 券 216,616,326 25,000,000

関 係 会 社 株 式 1,309,617,320 9,202,751,371

関 係 会 社 長 期 貸 付 金 12,000,000 繰 越 利 益 剰 余 金 9,202,751,371

保 証 金 68,418,257 43,550,161

前 払 年 金 費 用 8,486,552 43,550,161

長 期 前 払 費 用 273,166,000

そ の 他 の 投 資 等 145,166,977

貸 倒 引 当 金 △ 110,989,258 9,688,936,135

16,758,064,690 16,758,064,690

有 形 固 定 資 産

繰 延 税 金 負 債

そ の 他 の 流 動 負 債

評 価 ・ 換 算 差 額 等

資 本 剰 余 金

そ の 他 資 本 剰 余 金

資 産 合 計 負 債 ・ 純 資 産 合 計

利 益 準 備 金

純 資 産 合 計

そ の 他 利 益 剰 余 金

その他有価証券評価差額金

科 目 科 目

流 動 負 債

固 定 資 産 固 定 負 債

（ 資 産 の 部 ）

未 払 金

流 動 資 産

工 事 未 払 金

未 払 法 人 税 等

（ 負 債 の 部 ）

未 払 費 用

賞 与 引 当 金

投 資 そ の 他 の 資 産

未 払 消 費 税 等

未 成 工 事 受 入 金

（ 純 資 産 の 部 ）

預 り 金

負 債 合 計

株 主 資 本

資 本 金

利 益 剰 余 金

無 形 固 定 資 産

長 期 預 り 金



個 別 注 記 表

（重要な会計方針に係る事項に関する注記）

１．資産の評価基準及び評価方法

　（１）有価証券の評価基準及び評価方法

関係会社株式・・・移動平均法に基づく原価法

その他有価証券

　市場価格のない株式等以外のもの・・・時価法
　　　　　　　　　　　　 　　　　　（評価差額は、全部純資産直入法により処理し、

　　　　　　　　 　売却原価は、移動平均法により算定）

　市場価格のない株式等・・・・・・・・移動平均法に基づく原価法

　（２）棚卸資産の評価基準及び評価方法
　

未成工事支出金・・・・個別法による原価法

販売用不動産・・・・・個別法による原価法
　　(貸借対照表価額は、収益性の低下に基づく
 　　簿価切下げの方法により算定)

　　(貸借対照表価額は、収益性の低下に基づく
 　　簿価切下げの方法により算定）

２．固定資産の減価償却の方法

　（１）有形固定資産（リース資産は除く）
建物・・・・・・・・・・・・・・・・定額法

上記以外の有形固定資産・・・・・・・定率法
ただし、2016年４月１日以降に取得する構築物については定額法を採用しており
ます。

　（２）無形固定資産（リース資産は除く）・・・・・・定額法
なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間（５年）
に基づく定額法によっております。

　（３）リース資産
所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産
　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっております。

３．引当金の計上基準

　（１）貸倒引当金
営業債権等の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒
懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計
上しております。

　（２）賞与引当金
従業員に対する賞与の支給に備えるため、支給見込額基準に基づく金額を計上して
おります。

　（３）退職給付引当金

金資産の見込額に基づき計上しております。
退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当事業年度末までの期間に帰属さ
せる方法については、給付算定式基準によっております。
数理計算上の差異は、各事業年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内
の一定の年数(３年)による定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌事業年度か
ら費用処理しております。

４．重要な収益及び費用の計上基準

　 当社の顧客との契約から生じる収益に関する主要な事業における主な履行義務の内容及び当該履行
   義務を充足する通常の時点（収益を認識する通常の時点）は以下のとおりであります。

  （１） ビルメンテナンス事業
ビルメンテナンス事業は、主に各種施設の設備管理、清掃、警備を行う事業であり、
当該履行義務は顧客との契約に基づき、契約期間にわたり履行義務が充足されると
判断し、契約期間にわたり収益を認識しております。

貯蔵品・・・・・・・・総平均法による原価法

従業員に対する退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び年



  （２） 工事事業
工事事業は、主に顧客との間で締結した工事契約に基づき、設備工事等の請負を行
う事業であり、財又はサービスに対する支配が顧客に一定の期間にわたり移転する
場合には、財又はサービスを顧客に移転する履行義務を充足するにつれて、一定の
期間にわたり収益を認識しております。履行義務の充足に係る進捗度の測定は、イ
ンプット法を採用し、発生した工事原価累計額が予想される工事原価総額に占める
割合に基づいて行っております。なお、契約における取引開始日から完全に履行義
務を充足すると見込まれる時点までの期間がごく短い工事契約については代替的な
取扱いを適用し、一定の期間にわたり収益を認識せず、完全に履行義務を充足した
時点で収益を認識しております。

５．その他計算書類の作成の為の基本となる重要な事項

　　法人税及び地方法人税の会計処理又はこれらに関する税効果会計の会計処理
当社は、グループ通算制度を適用しております。また、「グループ通算制度を適用

　　 する場合の会計処理及び開示に関する取扱い」（実務対応報告第42号　2021年８月
　　 12日）に従って、法人税及び地方法人税の会計処理又はこれらに関する税効果会計

の会計処理並びに開示を行っております。

６．注記事項の省略

　　計算書類等は会社計算規則第98条第２項第１号に基づき、会計監査人設置会社で必要とされる
　　注記事項の一部を省略したものであります。

７. 金額は、表示単位未満は切り捨てて表示しております。

（株主資本等変動計算書に関する注記）

１．当事業年度末における発行済株式数の総数

　　　普　　通　　株　　式 222,000株

２．配当金支払額
　　　2024年６月17日の定時株主総会において、次のとおり決議しております。

258,630,000円
1,165円

2024年3月31日
2024年6月28日

３．基準日が当期に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌期となるもの

　　　2025年６月16日の定時株主総会において、次の議案を付議いたします。
229,770,000円

利 益 剰 余 金
1,035円

2025年3月31日
2025年6月30日

（収益認識に関する注記）
　　収益を理解するための基礎となる情報
　　　「（重要な会計方針に係る事項に関する注記）４．重要な収益及び費用の計上基準」に記載の
　　　　とおりであります。

（当期純損益金額）
１．当期純利益 658,577,800円

配 当 金 の 総 額
配 当 の 原 資
１株当たりの配当
基 準 日
効 力 発 生 日

効 力 発 生 日

配 当 金 の 総 額
１株当たりの配当
基 準 日
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